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(54) Title: VEHICLE STEERING DEVICE

(54) 発明の名称 ：車両用操舵装置

(57) Abstract: Disclosed i s a vehicle steer
ing device such that a target steering reaction

[ 図5] force to b e provided to a steering wheel ( 1 1)
i s set on the basis o f a steering angle and a
vehicle speed, and that reaction force control

AA i s performed which provides the target steer

目標操舵反力 BB ing reaction force. The vehicle steering de
vice i s provided with a steering speed identi
fication means ( 120) for identifying the

:保舵状態用 steering speed o f the steering wheel, and a

CC target steering reaction force changing
means ( 110) for changing the amount o f the
target steering reaction force according to
the amount o f the absolute value of the steer
ing speea identified b y the steering speed
identification means.

操舵角 DD (57) 要約： 車両用操舵装置 は、操舵
ハ ン ドル （1 1 ) に付与すべ き 目標
操舵反力を操舵角及び車速 に基 づい

AA TARGET STEERING REACTION FORCE て設定 し、 目標操舵反力を付与す る
反 力制 御 を行 う車 両 用 操 舵 装 置 で

BB T1：FOR NORMAL STATE あって、操舵ハ ン ドルの操舵速度 を
CC T2: FOR STEERING HOLDING STATE 特 定 す る操 舵 速 度 特 定 手段 （1 2
DD STEERING ANGLE 0 ) と、操舵速度特定手段 によって

特定 された操舵速度の絶対値の大 き
さに応 じて 目標操舵反力の大 きさを

変更す る目標操舵反 力変更手段 （1 1 0 ) とを備 える



明 細 書

発明の名称 ：車両用操舵装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、車両用操舵装置の技術分野に関する。

背景技術

[0002] この種の車両用操舵装置として、操舵ハン ドルに付与すべき目標操舵反力

(或いは 「目標操舵 トルク」）を操舵角及び車速に基づいて設定 し、この目

標操舵反力を操舵ハン ドルに付与する反力制御を行う電動パヮ一ステアリン

グ （E P S ：ELect r i c Power Steer i ng) が知られている （例えば特許文献 1

参照）。このような反力制御を行うことで、運転者の操舵フィーリングを向

上させることができる。その他、本発明に関連する先行技術文献として特許

文献 2 及び 3 が存在する。

先行技術文献

特許文献
[0003] 特許文献 1 ：米国特許第 5 9 8 9 8 号明細書

特許文献2 ：特開平 0 6 — 0 5 6 0 4 6 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 6 _ 1 3 7 2 1 5 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] しか しながら、前述 した特許文献 1 に開示された技術では、運転者が操舵

ハン ドルを操舵する操舵速度の絶対値の大きさが考慮されておらず、操舵速

度の絶対値の大きさによっては、運転者の操舵フィ一リングを向上させるこ

とが困難になるおそれがあるという技術的問題点がある。

[0005] 本発明は、例えば前述 した問題点に鑑みなされたものであり、運転者の操

舵フィ一リングを向上させることが可能な車両用操舵装置を提供することを

課題とする。

課題を解決するための手段



[0006] 本発明に係 る第 1 の車両用操舵装置は上記課題 を解決するために、操舵ハ

ン ドルに付与すべ き目標操舵反力を操舵角及び車速に基づいて設定 し、前記

目標操舵反力を付与する反力制御 を行 う車両用操舵装置であって、前記操舵

ハ ン ドルの操舵速度 を特定する操舵速度特定手段 と、該操舵速度特定手段 に

よって特定された操舵速度の絶対値の大 きさに応 じて前記 目標操舵反力の大

きさを変更する目標操舵反力変更手段 とを備える。

[0007] 本発明に係 る第 1 の車両用操舵装置によれば、 目標操舵反力 （即ち、操舵

ハ ン ドルに付与すべ き操舵反力の目標値）が操舵角及び車速に基づいて設定

され、反力制御 により目標操舵反力が操舵ハ ン ドルに付与される。

[0008] 本発明では特 に、 目標操舵反力変更手段は、操舵速度特定手段 によって特

定された操舵速度の絶対値の大 きさに応 じて目標操舵反力の大 きさを変更す

る。 これにより、例えば目標操舵反力の大 きさが操舵速度の絶対値の大 きさ

によらず一定である場合 と比較 して、運転者の操舵 フィ一 リングを向上させ

ることができる。

[0009] 本発明に係 る第 1 の車両用操舵装置の一態様では、前記 目標操舵反力変更

手段は、前記操舵速度特定手段 によって特定された操舵速度の絶対値の大 き

さが閾値以下である状態が所定期間以上継続する場合には、前記 目標操舵反

力の大 きさを、現在設定されている前記 目標操舵反力の大 きさよりも小さ く

なるように変更する。

[001 0] この態様 によれば、操舵速度の絶対値の大 きさが閾値以下である状態が所

定期間継続する場合における運転者の操舵 フィ一 リングをより確実に向上さ

せることができる。

[001 1] 本発明に係 る第 2 の車両用操舵装置は上記課題 を解決するために、操舵ハ

ン ドルに付与すべ き目標操舵反力を操舵角及び車速に基づいて設定 し、前記

目標操舵反力を付与する反力制御 を行 う車両用操舵装置であって、前記操舵

ハ ン ドルが保舵状態である場合 と前記操舵ハ ン ドルが保舵状態でない場合 と

で前記 目標操舵反力の大 きさが互いに異なるように、前記 目標操舵反力を設

定する目標操舵反力設定手段 を備える。



[001 2] 本発 明 に係 る第 2 車両用操舵装置 によれば、 目標操舵反力が操舵角及び車

速 に基づいて設定 され、反力制御 によ り目標操舵反力が操舵ハ ン ドル に付与

され る。

[001 3] 本発 明では特 に、 目標操舵反力設定手段 は、操舵ハ ン ドルが保舵状態であ

る場合 と操舵ハ ン ドルが保舵状態でない場合 とで 目標操舵反力の大 きさが互

いに異 なるように、 目標操舵反力 を設定する。即 ち、例 えば、 目標操舵反力

設定手段 は、 目標操舵 トル クの大 きさを、操舵ハ ン ドルが保舵状態である場

合 において操舵 フィー リングを向上 させ るのに適切 な第 1 の大 きさと、操舵

ハ ン ドルが保舵状態でない場合 において操舵 フィ一 リングを向上 させ るのに

適切 な第 2 の大 きさとで切 り替 える。

[0014] よ って、例 えば操舵ハ ン ドルが保舵状態である場合 と操舵ハ ン ドルが保舵

状態でない場合 とで 目標操舵反力の大 きさが同 じである場合 と比較 して、運

転者 の操舵 フィー リングを向上 させ ることがで きる。

[001 5] 本発 明 に係 る第 2 の車両用操舵装置の一態様 では、前記 目標操舵反力設定

手段 は、前記操舵ハ ン ドルが保舵状態である場合 には、前記操舵ハ ン ドルが

保舵状態でない場合 よ りも前記 目標操舵反力の大 きさが小 さ くなるように、

前記 目標操舵反力 を設定する。

[001 6] この態様 によれば、操舵ハ ン ドルが保舵状態である場合 における運転者 の

操舵 フィ一 リングをよ り確実 に向上 させ ることがで きる。

[001 7] 本発 明の作用及び他 の利得 は次 に説明する発明を実施 するための形態か ら

明 らかにされ る。

図面の簡単な説明

[001 8] [ 図 1] 本発 明の一実施形態 に係 る車両用操舵装置 を備 えた車両の全体構成 を示

す プロック図である。

[ 図 2 ] 本発明の一実施形態 に係 るコン 卜ローラの構成 を概念的に示す プロック

図である。

[ 図3] 本発 明の一実施形態 に係 る反力制御 における目標操舵反力の設定の流れ

を示す フローチ ヤ一 卜である。



[ 図4]通常状態用の目標操舵反力を規定するマップである。

[図5]保舵状態用の目標操舵反力を規定するマップである。

発明を実施するための形態
[001 9] 以下では、本発明の一実施形態について図を参照 しつつ説明する。

[0020] 本実施形態に係る車両用操舵装置について、図 1 から図 5 を参照 して説明

する。

[0021 ] 先ず、本実施形態に係る車両用操舵装置を備えた車両の全体構成について

、図 1 を参照 して説明する。

[0022] 図 1 は、本実施形態に係る車両用操舵装置を備えた車両の全体構成を示す

プロック図である。

[0023] 図 1 において、本実施形態に係る車両用操舵装置を備えた車両 1 0 は、ス

テアリングホイール 1 1 と、ステアリングシャフト1 2 と、モータ 1 3 と、

ラックアンドピニオン部 1 4 と、タイロッド1 5 と、ナックルアーム 1 6 と

、車輪 1 7 と、操舵角センサ 2 と、 トルクセンサ 2 と、車速センサ 2 3

と、コントローラ 1 0 0 とを備えている。

[0024] ステアリングホイール 1 1 (以下、単に 「ステアリング 1 1 」と適宜称す

る）は、本発明に係る 「操舵ハ ン ドル」の一例であり、車両 1 0 を旋回等さ

せるために運転者によって操作される。ステアリング 1 1 は、ステアリング

シャフト1 2 を介 して、ラックアンドピニオン部 1 4 に接続されている。ス

テアリングシャフト1 2 には、操舵角センサ 2 1、 トルクセンサ 2 2 及びモ

—タ 1 3 が設けられている。

[0025] 操舵角センサ 2 1 は、運転者によるステアリング 1 1 の操作に対応する操

舵角を検出する。操舵角センサ 2 は、検出した操舵角に対応する検出信号

をコントローラ 1 0 0 に供給する。

[0026] トルクセンサ 2 2 は、ステアリングシャフト1 2 に作用する トルクを検出

する。 トルクセンサ 2 2 は、検出した トルクに対応する検出信号をコント口

—ラ 1 0 0 に供給する。

[0027] 車速センサ 2 3 は、車両 1 0 の車速を検出し、検出した車速に対応する検



出信号をコン トローラ 1 0 0 に供給する。

[0028] モータ 1 3 は、減速機や電動モータなどによって構成されており、コン ト

ローラ 1 0 0 による制御下で、ステアリングシャフ 卜1 2 に トルクを付与す

る。尚、以下では、モータ 1 3 がステアリングシャフ ト1 2 に付与する トル

クを 「アシス トトルク」と適宜称する。

[0029] ラックアン ドピニオン部 1 4 は、ラックゃ ピニオンによって構成されてお

り、ステアリングシャフ ト1 2 から回転が伝達されて動作する。ラックアン

ドピニオン部 1 4 には、タイロッ ド1 5 及びナックルアーム 1 6 が連結され

ており、ナックルアーム 1 6 には、車輪 1 7 が連結されている。 この場合、

タイロッ ド1 5 及びナックルアーム 1 6 がラックアン ドピニオン部 1 4 によ

つて動作されることにより、ナックルアーム 1 6 に連結された車輪 1 7 が転

舵されることとなる。

[0030] コン トローラ 1 0 0 は、 C P U (Cent r a l Process i ng Un i t ) R O M (Re

ad On Ly Memory) 及び R A M (Random Access Memory) 等を備えた電子制御

ユニッ トである。コン トローラ 1 0 0 は、操舵角センサ 2 1 、 トルクセンサ

2 及び車速センサ 2 3 の各々から供給される検出信号に基づいて、ステア

リング 1 1 に目標操舵反力が付与されるように、モータ 1 3 を制御する反力

制御を行う。即ち、反力制御では、モータ 1 3 がステアリングシャフ 卜1 2

に付与するアシス トトルクは、ステアリング 1 1 に目標操舵反力が付与され

るようにコン トローラ 1 0 0 によって制御される。

[0031 ] 図 2 は、コン トローラ 1 0 0 の構成を概念的に示すプロック図である。

[0032] コン トローラ 1 0 0 は、 目標操舵反力設定部 1 1 0 、操舵速度特定部 1 2

0 及び保舵判定部 1 3 0 を備えている。尚、 目標操舵反力設定部 1 1 0 は、

本発明に係る第 2 の車両用操舵装置における 「目標操舵反力設定手段」の一

例であると共に、本発明に係る第 1 の車両用操舵装置における 「目標操舵反

力変更手段」の一例 として機能する。

[0033] 操舵速度特定部 1 2 0 は、操舵角センサ 2 から供給される検出信号に基

づいて、ステアリング 1 1 が操舵される操舵速度を特定する。具体的には、



操舵速度特定部 1 2 0 は、操舵センサ 2 によって検出される操舵角の時間

的な変化を算出することにより、ステアリング 1 1 の操舵速度を特定する。

[0034] 保舵判定部 1 3 0 は、ステア りング 1 1 が保舵状態であるか否かを判定す

る。具体的には、保舵判定部 1 3 0 は、操舵角センサ 2 によって検出され

る操舵角及び操舵速度特定部 1 2 0 によって特定される操舵速度に基づいて

、操舵角が操舵角閾値以上であって、操舵速度の絶対値の大きさが操舵速度

閾値以下である状態が第 1所定時間以上継続する場合には、ステアリング 1

1 が保舵状態であると判定 し、これ以外の状態 （即ち、操舵角が操舵角閾値

よりも小さい状態、或いは、操舵速度の絶対値の大きさが操舵速度閾値より

大きい状態）が第 2 所定時間以上継続する場合には、ステアリング 1 1 が保

舵状態ではない通常状態であると判定する。

[0035] 目標操舵反力設定部 1 1 0 は、ステアリング 1 1 に付与すべき目標操舵反

力を、操舵角センサ 2 1及び車速センサ 2 3 の各々から供給される検出信号

に基づいて設定する。より具体的には、目標操舵反力設定部 1 1 0 は、図4

及び図 5 を参照 して後述する目標操舵反力マップに基づいて、ステアリング

1 1 に付与すべき目標操舵反力を設定する。目標操舵反力マップは、コント

ローラ 1 0 0 の R O M又はR A Mに記憶されている。

[0036] 次に、本実施形態に係る車両用操舵装置による反力制御について、図 3 を

参照 して説明する。以下では、本実施形態に係る車両用操舵装置が反力制御

を行う際の目標操舵反力の設定について主に説明する。

[0037] 図 3 は、反力制御における目標操舵反力の設定の流れを示すフローチヤ一

卜である。

[0038] 図 3 において、反力制御では、先ず、ステアリング 1 1 が保舵状態である

か否かが保舵判定部 1 3 0 (図 2 参照）によって判定される （ステップS 1

0 ) 。

[0039] ステアリング 1 1 が保舵状態でない （即ち、通常状態である）と判定され

た場合には （ステップS 1 0 ：N o ) 、目標操舵反力設定部 1 1 0 は、図4

に示されるグラフのような通常状態用の目標操舵反力マップに基づいて、ス



テア リング 1 1 に付与すべ き目標操舵反力 と して通常状態用の目標操舵反力

T 1 を設定する （ステ ップS 3 0 ) 。通常状態用の目標操舵反力マ ップは、

ステア リング 1 1 が通常状態である場合における目標操舵反力を操舵角及び

車速に応 じて規定するマ ップである。尚、図 4 では、通常状態用の目標操舵

反力マ ップにおける操舵角 と目標操舵反力 との関係のみを示 し、車速 と目標

操舵反力 との関係の図示を省略 している。

[0040] —方、ステア リング 1 1 が保舵状態であると判定された場合には （ステ ツ

プS 1 0 ：Y e s ；) 、 目標操舵反力判定部 1 1 0 は、図 5 において実線で示

されるグラフのような保舵状態用の目標操舵反力マ ップに基づいて、ステア

リング 1 1 に付与すべ き目標操舵反力 と して保舵状態用の目標操舵反力 T 2

を設定する （ステ ップS 2 0 ) 。保舵状態用の目標操舵反力マ ップは、ステ

ァ リング 1 1 が保舵状態である場合における目標操舵反力を操舵角及び車速

に応 じて規定するマ ップである。尚、図 5 では、保舵状態用の目標操舵反力

マ ップにおける操舵角 と目標操舵反力 との関係のみを示 し、車速 と目標操舵

反力 との関係の図示を省略 している。

[0041 ] ここで本実施形態では特 に、図 5 に示すように、保舵状態用の目標操舵反

力 T 2 の大 きさは、通常状態用の目標操舵反力 T の大 きさよりも小さい。

[0042] 即ち、 目標操舵反力設定部 1 1 0 は、ステア リング 1 1 が保舵状態である

場合 （ステ ップS 1 0 ：Y e s ) には、ステア リング 1 1 が通常状態である

場合 （ステ ップS 1 0 ：N o ) よ りも目標操舵反力の大 きさが小さ くなるよ

うに、 目標操舵反力を設定する。言い換えれば、 目標操舵反力設定部 1 1 0

は、ステア リング 1 1 に付与すべ き目標操舵反力を、通常状態用の目標操舵

反力 T と、 この通常状態用の目標操舵反力 T よりも大 きさが小さい保舵

状態用の目標操舵反力 T 2 との間で切 り替える。 よって、ステア リング 1 1

を保舵状態 と している運転者 にとって不要な操舵反力を低減でき、保舵状態

における運転者の操舵 フィ一 リングを確実に向上させることができる。

[0043] 尚、本実施形態では、保舵状態用の目標操舵反力 T 2 の大 きさが、通常状

態用の目標操舵反力 T の大 きさよりも小さい場合を例 に挙げたが、保舵状



態用の目標操舵反力T 2 の大きさが、通常状態用の目標操舵反力 Τ の大き

さよりも大きくてもよい。この場合にも、ステアリング 1 1 が通常状態であ

る場合と、ステアリング 1 1 が保舵状態である場合とで、互いに大きさの異

なる操舵反力をステアリング 1 1 に付与することができ、運転者の操舵フィ

—リングを向上させることができる。

[0044] 尚、本実施形態では、ステアリング 1 1 が保舵状態であるか否かを判定 し

、この判定結果に応 じて、目標操舵反力を変更する例を挙げたが、操舵速度

特定部 1 2 0 によって特定される操舵速度の絶対値の大きさに応 じて目標操

舵反力の大きさを変更するように構成 してもよい。このように構成すれば、

例えば目標操舵反力の大きさが操舵速度の絶対値の大きさによらず一定であ

る場合と比較 して、運転者の操舵フィ一リングを向上させることができる。

[0045] 本発明は、上述 した実施形態に限られるものではなく、請求の範囲及び明

細書全体から読み取れる発明の要旨或いは思想に反 しない範囲で適宜変更可

能であり、そのような変更を伴う車両用操舵装置もまた本発明の技術的範囲

に含まれるものである。

符号の説明
[0046] 1 1 ステアリングホイール、 1 2 ステアリングシャフ ト、 1 3 モ一

タ、 1 7 車輪、 2 1 操舵角センサ、 2 2 トルクセンサ、 2 3 車速セ

ンサ、 1 0 0 コン トローラ、 1 1 0 目標反力設定部、 1 2 0 操舵速度

特定部、 1 3 0 保舵判定部



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 操舵ハ ン ドル に付与すべ き目標操舵反力を操舵角及び車速 に基づい

て設定 し、前記 目標操舵反力を付与する反力制御 を行 う車両用操舵装

置であ って、

前記操舵ハ ン ドルの操舵速度 を特定する操舵速度特定手段 と、

該操舵速度特定手段 によつて特定された操舵速度の絶対値の大 きさ

に応 じて前記 目標操舵反力の大 きさを変更する目標操舵反力変更手段

と

を備 えることを特徴 とする車両用操舵装置。

[ 請求項 2 ] 前記 目標操舵反力変更手段 は、前記操舵速度特定手段 によって特定

された操舵速度の絶対値の大 きさが閾値以下である状態が所定期間以

上継続する場合 には、前記 目標操舵反力の大 きさを、現在設定されて

いる前記 目標操舵反力の大 きさよ りも小さ くなるように変更する請求

項 1 に記載の車両用操舵装置。

[ 請求項 3 ] 操舵ハ ン ドル に付与すべ き目標操舵反力を操舵角及び車速 に基づい

て設定 し、前記 目標操舵反力を付与する反力制御 を行 う車両用操舵装

置であ って、

前記操舵ハ ン ドルが保舵状態である場合 と前記操舵ハ ン ドルが保舵

状態でない場合 とで前記 目標操舵反力の大 きさが互いに異なるように

、前記 目標操舵反力を設定する目標操舵反力設定手段 を備 えることを

特徴 とする車両用操舵装置。

[ 請求項 4 ] 前記 目標操舵反力設定手段 は、前記操舵ハ ン ドルが保舵状態である

場合 には、前記操舵ハ ン ドルが保舵状態でない場合 よ りも前記 目標操

舵反力の大 きさが小さ くなるように、前記 目標操舵反力を設定する請

求項 3 に記載の車両用操舵装置。
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